
1人当たりの支援件
数に大きなバラツキ

○ 計画相談支援・障害児相談支援の利用プロセスは下図のとおりとなっているが、

①一律的に標準期間に沿ったモニタリング期間を定めている市町村が多いこと（６ヶ月に１度が５割超）、

②相談支援専門員1人当たりの支援件数に大きなバラツキがあること（担当件数の1月平均は13.5件。50件以上担当している者も存在）、

③事業所の質の評価として特定事業所加算が存在するが、個々の支援に着目した加算は存在しないこと

が課題となっていることから、これらに着目した見直しを行う。

【利用プロセスのイメージ】

計画相談支援・障害児相談支援における質の高い事業者の評価①

利用者（保護者）

相談支援専門員

相談支援事業者

計画案を勘案し、支給
量及びモニタリング期

間を決定

市町村

①計画の作成

③モニタリング

②計画の提出

報酬の支払い

支援の必要性の観点から標準期間の一部を見直
し、モニタリングの頻度を高める。
※見直し後の期間適用には経過措置を実施
サービス事業者から利用状況について情報提供。
市町村によるモニタリング結果の抽出と内容検
証。

（３月間・６月間）

（６月間・１年間）

サービスの質の標準化を図る観点から、1人の
相談支援専門員が担当する一月の標準担当件
数（35件）を設定。
標準件数を一定程度超過（40件以上）する場
合の基本報酬の逓減制を導入。

35件50件以上 35件

①モニタリング実施標準期間の見直し
②相談支援専門員１人あたりの

標準担当件数の設定

1

一律の標準期間に
沿った期間

１．対象者
○ 障害者総合支援法の計画相談支援の対象者

• 障害福祉サービスを申請した障害者又は障害児

• 地域相談支援を申請した障害者

※介護保険制度のサービスを利用する場合については、障害福祉サービス固有の行動援護、同行援護、自立訓練（生活訓練）、
自立生活援助、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援等の場合で、市町村が必要と認めるとき求めるものとする。

○ 児童福祉法の障害児相談支援の対象者

• 障害児通所支援を申請した障害児

２．サービス内容
平成一七・一一・七法律一二三 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下法） 第五条第二〇・二一項

○ 支給決定時（サービス利用支援・障害児支援利用援助）

• 支給決定又は支給決定の変更前に、サービス等利用計画案・障害児支援利用計画案を作成。

• 支給決定又は変更後、サービス事業者等との連絡調整、サービス等利用計画・障害児支援計画の作成。

○ 支給決定後（継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助）

• 利用者本人等の心身の状況、置かれている環境、援助の方針や解決すべき課題、目標や達成時期等並びに厚
生労働省令で定める期間を勘案して市町村が決定した期間毎に、サービス等の利用状況の検証を行い計画の
見直しを行う（モニタリング）。

• サービス事業者等との連絡調整、支給決定又は支給決定の変更に係る申請の勧奨。
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指定計画相談支援事業及び指定障害児相談支援事業の対象者等について



３．継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助のモニタリング期間
平成一八年・二・二八厚労令一九 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（以下規則） 第六条の一六

・ 対象者の状況に応じて柔軟に設定すべきものであることから、市町村が対象者の状況等を勘案して個別に定める仕組みとする。
・ 一定の目安として、国において対象者ごとの標準期間を示す。
・ 平成30年４月よりケアマネジメント充実の必要性の観点から、一部モニタリング標準期間を改定する。
・ 特定相談支援事業所等の体制整備の観点から、モニタリング標準期間の改定は経過措置として段階的に適用する。

１） 基本的な考え方

（１） 新規又は変更によりサービスの種類、内容、量に著しく変更があった者

（２） 在宅の障害福祉サービス利用者（障害児通所支援を含む）又は地域定着支援利用者 ※①を除く

① 以下の者

イ 障害者支援施設からの退所等に伴い、一定期間、集中的に支援を行うことが必要である者

ロ 単身の世帯に属するため又はその同居している家族等の障害、疾病等のため、自ら指定障害福祉サービス事業者等との連絡調整
を行うことが困難である者

ハ 常時介護を要する障害者等であって、意思疎通を図ることに著しい支障があるもののうち、四肢の麻痺及び寝たきりの状態にあるも
の並びに知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する者（重度障害者等包括支援の支給決定を受けていない者に限る。）

② 以下の者

・ 居宅介護、行動援護、同行援護、重度訪問介護、短期入所、就労移行支援、自立訓練、就労定着支援、自立生活援助、日中サービ
ス支援型共同生活援助を利用する者

・ 介護保険サービスを利用していない65歳以上の者

③ ①、②以外の者

（３） 障害者支援施設、のぞみの園、療養介護入所者、重度障害者等包括支援

（４）地域移行支援、地域定着支援を利用する者

市町村が、特定相談支援事業者・障害児相談支援事業者（計画作成担当）の提案を踏まえて、利用者本人等の心身の状況、置かれてい
る環境、援助の方針や解決すべき課題、目標や達成時期等並びに以下の省令で定める期間を勘案して市町村が必要と認める期間とする。

２） モニタリング期間の設定（省令事項：則第６条の16 ）

利用開始から３ヶ月間、毎月

６ヶ月ごとに１回

３ヶ月ごとに１回

毎月

６ヶ月ごとに１回

＜省令で定める期間＞

６ヶ月ごとに１回

※上記区分は市町村がモニタリング期間を設定するための標準であり、例えば次のような利用者については、標準よりもさらに短い期間（６ヶ月→
４ヶ月、３ヶ月→２ヶ月）で設定することが望ましい。

＜計画相談支援＞

・生活習慣等を改善するために集中的な支援の提供後、引き続き一定の支援が必要である者

・利用する指定障害福祉サービス事業者の頻繁な変更やおそれのある者

＜障害児相談支援＞

・学齢期の長期休暇等により、心身の状態が変化するおそれのある者

・就学前の児童の状態や支援方法に関して、不安の軽減・解消を図る必要のある保護者

○ 障害者等の心身の状況

○ 障害者等の置かれている環境
・ 家族状況
・ 障害者等の介護を行う者の状況
・ 生活状況（日中活動の状況（就労・通所施設等）、地域移行等による住環境や生活環境の変化、家族の入院、死亡又は出生等による家庭

環境の変化、ライフステージ（乳幼児期から学齢期への移行、学齢期から就労への移行等）の変化

○ 総合的な援助の方針（援助の全体目標）

○ 生活全般の解決すべき課題

○ 提供される各サービスの目標及び達成時期

○ 提供されるサービスの種類、内容、量 等

＜勘案事項＞



３） モニタリング期間設定等の手続

① 特定相談支援事業者・障害児相談支援事業者（計画作成担当）が、国が定める標準期間、勘案事項を踏まえて、サービス等利用計画案（障
害児支援利用計画案を含む。以下同じ。）に「モニタリング期間（毎月、３月ごと等）案」を記載。

② 利用者が、当該サービス等利用計画案を市町村に提出（併せて支給申請書、計画担当事業者の届出書を提出）。

③ 市町村は、サービスの支給決定に併せ、計画相談支援給付費（障害児相談支援給付費を含む。以下同じ。）の支給を通知。
④ その際、市町村は、「モニタリング期間（毎月、３月ごと等） 」等を定め、対象者に通知。（受給者証にも記載。）

⑤ モニタリング期間を変更（毎月→３ヶ月等）する場合には、市町村は、その都度、変更したモニタリング期間を利用者に通知。 （対象者に受給
者証の提出を求めモニタリング期間の記載を変更）。

※ 計画相談支援給付費の支給期間は、サービス等利用計画の作成月からサービスの最長の有効期間の終期月を基本。

※ モニタリング期間の設定に当たっては、モニタリング実施月の特定等のため、当該モニタリング期間に係るモニタリングの開始月と終期月を
設定。
・開始月 → サービスの有効期間の終期月にモニタリングを実施することとした上で、モニタリング期間を踏まえて設定。
・終期月 → 原則、計画相談支援給付費の支給期間の終期月とする。ただし、毎月実施する者は原則最長１年以内（新規又は変更により著

しくサービス内容に変動があった者は３ヶ月以内を基本とする）。

※ 利用者が相談支援事業者の変更を希望する場合には、相談支援事業者の変更届出書及び受給者証を市町村に提出。
市町村が受給者証の記載を変更し利用者に返還。

※ 対象者が不在である等によりやむを得ずモニタリング期間が予定月の「翌月」となった場合であって、市町村が認めるときには報酬を算定可。

モニタリングの標準期間のイメージ（平成30年４月改定）

障害福祉
サービスの
利用者

地域相談支
援の利用者

障害児通所
支援の
利用者

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

支

給

決

定
（
新
規
等
）

1月目

○支給決定の有効期間の終期月
に、モニタリングを実施。

○その結果、支給決定の更新等
が必要な場合は、サービス等
利用計画案の作成等を併せて
実施。

○この場合、計画作成費のみ支
給する。

支給決定の有効期間が
1年の場合

5月1日に新規に利用開始する場合の例

2月目 3月目

4月目 5月目 7月目6月目 8月目 9月目 10月目 11月目 12月目

6月目

12月目

11月1日

※ 当該期間は、「標準」であり、対象者の状況に応じ「２、３ヶ月」とすることや、在宅サービスの利用者を「１年
に１回」とすること、入所サービスの利用者を「１年に１回」とすることなどが想定されることに留意。

６月に１回
実施

６月目

毎月実施

支給決定の有効期間が
６か月の場合

６月目 ９月目

３月に１回
実施

12月目



モニタリング実施標準期間の見直し時期

○ 平成30年度報酬改定において新たに示すモニタリング実施標準期間の適用時期については、以下の通り。

対象者
旧基準

見直し後

３０年度～ ３１年度～

新規サービス利用者
１月間

※利用開始から３月の
み

１月間
※利用開始から３月のみ

在
宅
の
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

障
害
児
通
所
支
援

等

集中的支援が必要な者 １月間 １月間

【新サービス】
就労定着支援、自立生活援助、
日中サービス支援型共同生活援助

－ ３月間

居宅介護、行動援護、同行援護、
重度訪問介護、短期入所、就労移行支援、
自立訓練

６月間 ６月間 ３月間

生活介護、就労継続支援、共同生活援助
（日中支援型を除く）、地域移行支援、
地域定着支援、障害児通所支援

６月間 ６月間
６月間

※65歳以上で介護保険の
ケアマネジメントを

受けていない者は３月間

【施設入所等】障害者支援施設、のぞみの園、
療養介護入所者、重度障害者等包括支援

１年間 ６月間

※ 現に計画作成済みの対象者については、各見直し時期以降に計画再作成（又は変更）を行うまでは、なお従前の例による。

7

8

４．報酬
○ 業務負担に応じた加算を設けること等に伴い、平成３０年報酬改定にて計画相談支援の基本報酬を引下げ。
○ 標準担当件数を一定以上超過する場合（４０件以上）の基本報酬の逓減制を導入。

※ 障害児相談支援は、モニタリング標準期間の見直しを行わないことなどから、基本報酬は据え置き。

（基本報酬）

※ 介護保険のケアプランが作成されている利用者にサービス等利用計画の作成を求める場合であって、同一の者が作成を担当する
場合には、報酬上の調整を行う。

※ 障害児が障害福祉サービスと障害児通所支援の両方を利用する場合には、計画相談支援及び障害児相談支援の対象となる。この
場合の報酬については、障害児相談支援給付費のみ支給。

［旧単価］
イ サービス利用支援費 1,611単位
ロ 継続サービス利用支援費 1,310単位

［見直し後］
イ サービス利用支援費

(1) サービス利用支援費（Ⅰ） 1,458単位（1,611単位）
(2) サービス利用支援費（Ⅱ） 729単位（ 806単位）

ロ 継続サービス利用支援費
(1) 継続サービス利用支援費（Ⅰ） 1,207単位（1,310単位）
(2) 継続サービス利用支援費（Ⅱ） 603単位（ 655単位）

［旧単価］
イ 障害児支援利用援助費 1,611単位
ロ 継続障害児支援利用援助費 1,310単位

［見直し後］
イ 障害児支援利用援助費

(1) 障害児支援利用援助費（Ⅰ） 1,620単位
(2) 障害児支援利用援助費（Ⅱ） 811単位

ロ 継続障害児支援利用援助費
(1) 継続障害児支援利用援助費（Ⅰ） 1,318単位
(2) 継続障害児支援利用援助費（Ⅱ） 659単位

注１）（Ⅰ）については、利用者数が40未満の部分について算定。（Ⅱ）については、40以上の部分について算定。
注２） 新単価については、施設入所等及び新サービス以外の利用者については平成31年度から適用。平成30年度中は括弧内の単

価を適用。

注） 算定方法は、計画相談支援の注１と同様。



○ 相談支援事業所における１月から８月までの取扱い件数及び相談支援専門員の配置数が以下の表の通りであった
場合、サービス利用支援費（障害児支援利用援助費）（Ⅱ）又は継続サービス利用支援費（継続障害児支援利用
援助費）（Ⅱ）（以下基本報酬（Ⅱ）という。）は下記に示す方法により算定する。

計画相談支援等の取扱い件数の算出方法について
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月 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

事業所における総対応件数合計（件） 45 45 60 45 45 50 60 75

うち計画相談支援 30 30 30 25 30 30 40 50

うち障害児相談支援 15 15 30 20 15 20 20 25

相談支援専門員配置数（人） 1 1 1 1 1 2 2 2

○ 基本報酬（Ⅱ）を算定する件数は、「取扱件数（１月間に計画作成又はモニタリングを行った計画相談支援等対象障害者
の数の前６月の平均値を、相談支援専門員の配置員数の前６月の平均値で除した値）」が40以上である場合において、40
以上の部分に相談支援専門員の配置員数の前６月の平均値を乗じて得た数（小数点以下の端数は切り捨てる。）により算
定することとなる。

○ 基本報酬（Ⅱ）は事業者との契約日が新しい者から算定する。計画相談支援と障害児相談支援をともに行っている場合は、
始めに計画相談支援対象者を算定し、それのみで基本報酬（Ⅱ）の算定分が足りない場合は障害児相談支援対象者の契約
日が新しい者から算定する。

7月分の請求について ８月分の請求について

• 計画相談支援対象者等の数（１月から６月の平均値）
→（45＋45＋60＋45＋45＋50）÷6 ＝48.333･･･ （Ａ）

• 相談支援専門員数の員数（１月から６月の平均値）
→（1＋1＋1＋1＋1＋2）÷6 ＝1.166･･･ （Ｂ）

• 取扱件数 → （Ａ）÷（Ｂ） ＝41.428･･･ （Ｃ）

• （Ｃ）が40以上のため、基本報酬の減算単価を算定する必
要があり、算定する数は、
→（（Ｃ）-39）×（Ｂ）＝2（小数点以下切り捨て）となる。

• ７月の請求件数の60件の内2件を基本報酬（Ⅱ）で算定する。

• 計画相談支援対象者等の数（２月から７月の平均値）
→（45＋60＋45＋45＋50＋60）÷6 ＝50.833･･･ （Ａ）

• 相談支援専門員の員数（２月から７月の平均値）
→（1＋1＋1＋1＋2＋2）÷6 ＝1.333･･･ （Ｂ）

• 取扱件数 → （Ａ）÷（Ｂ） ＝38.125         （Ｃ）

• （Ｃ）が40未満のため、８月の請求においては、基本報
酬（Ⅱ）は算定せず、全てサービス利用支援費（障害児支
援利用援助費）（Ⅰ）又は継続サービス利用支援費（障害児支
援利用援助費）（Ⅰ）を算定する。

考え方と具体的な算出方法
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（加算）
○ 平成30年度報酬改定により、必要に応じた質の高い支援を実施した場合に、実施した支援の専門性と業務負担を適切に評価するとと

もに、専門性の高い支援を実施できる体制を整えている場合に、その体制整備を適切に評価するための加算を創設。

※以下の加算の内（☆）の加算は基本報酬を算定しない月においても単独での算定可

加算名 内 容 単位数

特別地域加算 中山間地域等に居住している者に対してサービスの提供が行われた場合 ＋15／100

利用者負担上限額管理加算 事業者が利用者負担額合計額の管理を行った場合 150単位／月

初回加算 新規に計画作成を行った場合
（者）300単位／月
（児）500単位／月

入院時情報連携加算（☆） 利用者の入院時に利用者情報を入院先の病院等に提供した場合
加算（Ⅰ）200単位／月
加算（Ⅱ）100単位／月

退院・退所加算 利用者の退院・退所時に退所施設等から情報収集を行い計画作成した場合 200単位／回

居宅介護支援事業所等連携加算（☆）
利用者の介護保険への移行時にケアマネ事業所のケアプラン作成に協力し
た場合

100単位／月
※障害児相談支援は対象外

医療・保育・教育機関等連携加算 障害サービス等以外の教育機関等から情報収集を行い計画作成した場合 100単位／月

サービス担当者会議実施加算
モニタリング時にサービス担当者会議を開催し、計画変更等の検討をした
場合

100単位／月

サービス提供時モニタリング加算（☆）
利用者が利用するサービス事業所等を訪問し、サービス提供場面を確認し
記録した場合

100単位／月

行動障害支援体制加算
強度行動障害支援養成研修（実践研修）等の修了した常勤の相談支援専門
員を配置し、その旨公表する場合

35単位／月

要医療児者支援体制加算
医療的ケア児等コーディネーター養成研修等の修了した常勤の相談支援専
門員を配置し、その旨公表する場合

35単位／月

精神障害者支援体制加算
精神障害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修等の修了した常勤の相談
支援専門員を配置し、その旨公表する場合

35単位／月



（特定事業所加算）
○平成30年報酬改定により、特定事業所加算について、より充実した支援体制及び主任相談支援専門員の配置を要件とした加算の類

型を追加し、加算取得率が低調なことを踏まえ、事業者が段階的な体制整備を図れるよう、現行の要件を緩和した加算の類型を一
定期間に限り設ける。

※特定事業所加算（Ⅱ）及び（Ⅳ）については平成33年度までの経過的措置

［～平成２９年度］

特定事業所加算 300単位／月

［平成３０年度～］
（１）特定事業所加算（Ⅰ） 500単位／月
（２）特定事業所加算（Ⅱ） 400単位／月
（３）特定事業所加算（Ⅲ） 300単位／月
（４）特定事業所加算（Ⅳ） 150単位／月

特定事業所加算算定要件 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

(1)-① 専ら指定計画相談支援の提供に当たる常勤の相談支援専門員を４名以上配置し、その内１名が主任相談支援専門員であること。 ○ － － －

(1)-② 専ら指定特定相談支援の提供に当たる常勤の相談支援専門員を４名以上配置し、その内１名が現任研修修了者であること。 － ○ － －

(1)-③ 専ら指定特定相談支援の提供に当たる常勤の相談支援専門員を３名以上配置し、その内１名が現任研修修了者であること。 － － ○ －

(1)-④ 専ら指定特定相談支援の提供に当たる常勤の相談支援専門員を２名以上配置し、その内１名が現任研修修了者であること。 － － － ○

(2) 利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会議を定期的に開催すること。 ○ ○ ○ ○

(3) 24 時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保していること。 ○ ○ ○ －

(4) 新規に採用した全ての相談支援専門員に対し、主任相談支援専門員（現任研修修了者）の同行による研修を実施していること ○ ○ ○ ○

(5) 基幹相談支援センター等から支援が困難な事例を紹介された場合においても、当該支援が困難な事例に係る者に指定計画相談
支援を提供していること

○ ○ ○ ○

(6) 基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等に参加していること ○ ○ ○ ○

(7) 計画相談支援と障害児相談支援の一月当たりの取扱件数が４０件未満であること
（※）現行の特定事業所加算を算定していた事業所が特定事業所加算(Ⅲ)を算定する場合は、平成31年3月までは要件を満たさなくても算定可

○ ○ ○
(※)

○

※主任相談支援専門員及び相談支援専門員については、同一敷地内にある指定一般相談支援、指定障害児相談支援、指定自立生活援助の各業務を兼務した場合
でも常勤専従とみなす。

※各加算における常勤専従者の内１名は、業務に支障がない場合については同一敷地内における他事業の兼務を可とする。ただし特定事業所加算Ⅳにおいては各
相談支援事業等を主たる業務とすること。
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